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ーツの商業化」の影響であると論じられる（Waddington & Smith, 2009）．中でも「脱アマチュア
化」は，選手にとってスポーツを気晴らしや楽しみの源泉と見なすことから，勝利をより一層重
視し社会や国家のためにプレイするものへと転換させたと考えられている（Bloyce & Smith, 
2010）．また，メディア，スポーツ産業，その他の民間事業者がオリンピックの開催に影響力を
持つようになったことも現代のエリートスポーツに深く関わっており，これらの「商業化」は選手




（Beamish & Richie, 2006）．スポーツの政治化の影響も大きく関係し，Bloyce and Smith（2010）
によると，政府は自国のアスリートやチームの国際舞台における活躍（以下，エリートスポーツ





あげられる（Houlihan & Green, 2008）． 
こうした社会・政治的な背景により，各国はメダル獲得のために鎬を削り，スポーツの所管政
府機関による補助金や国営くじの助成金による多額の投資を伴ったスポーツの激しい国際競
争を巻き起こしている（De Bosscher et al., 2008）．この現象は，超大国間の軍拡競争に準え，
「グローバル・スポーツ軍拡競争」（Oakley & Green, 2001）と呼称され，この軍拡競争において
ライバル国に勝利をするために，国定の戦略的アプローチがエリートスポーツ分野に導入され
ている．国際競技力を向上させるためにアスリートを体系的で戦略的に発掘，育成，強化する
インフラや施策はエリートスポーツシステムと呼ばれ（Böhlke & Robinson, 2009; Houlihan & 
Green, 2008），先進国が整備しているエリートスポーツシステムは極めて画一化されたモデル











（Houlihan & Zheng, 2013）． 
今日のエリートスポーツにおける国際的なトレンドは明確であり，僅かな例外を除き，各国の
エリートスポーツ予算が拡充傾向にあることといえる（De Bosscher et al., 2008; Houlihan & 
Zheng, 2013）．Houlihan & Green（2008）は，諸外国に広がるこの右肩上がりの予算拡大傾向
を受けて，十分な成果に繋がるエリートスポーツシステムを整備・持続するために，各国は「有

































































ング夏季大会 5位以内，冬季大会 10位以内という新たな政策目標が掲げられている． 
以上の取り組みから，現在日本は国家が主体的にエリートスポーツの制度化に取り組み出
していることは明確である（Funahashi et al., 2014; 出雲, 2008; Yamamoto, 2008; 2012）．文部
科学省のスポーツ関係予算に占める競技力向上関係予算は，過去 10年間 60から 80%を推









構成要素（Andersen & Ronglan, 2012; De Bosscher et al., 2008; Green & Houlihan, 2005; 
Houlihan & Green, 2008）は現行の日本のエリートスポーツシステムにも組み込まれており
（Yamamoto, 2008），近年見られる国際競技大会におけるパフォーマンスの向上は国によるサ
ポートに依るところが大きい．2012年ロンドンオリンピックではアスリート 293名を派遣し，2004 
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ジレンマ」型のゲームをプレイしているとも解釈できる（Humphreys et al., 2011）．したがって各
国は，前回大会のパフォーマンスレベルを維持するためにも，前回大会以上のコストを費やす
必要性に迫られているのである（De Bosscher et al., 2008）． 
  
 
図 1-1-2 メダル・マーケット 
                           
3 2012年ロンドンオリンピックでは，エントリー数の関係上 1つの国・地域が獲得できた最大のメダル数は 497であった（Houlihan 





















獲得増加に繋がることはデータによって実証されている（Hogan & Norton, 2000; Li, Meng, & 
Wang, 2009）一方で，この投資に対するリターンは，インフラの整備などとは違い，アスリートの
活躍に依存する一面がある．つまり，成功の不確実性が高い「ギャンブル性」を伴った公共投




（Houlihan & Zheng, 2013）．メダル数のみを成果とした場合，昨今の「グローバル・スポーツ軍
拡競争」下においては，投資対効果が非効率的に低下していくため，中期的な将来にエリート
スポーツへ国費投資をする正当性を国民に対して示すことが困難となり，政策路線を転換す
る国が現れることが予測されている（Houlihan, 2013; Houlihan & Zheng, 2013）．最後に，社会
全体の理解なしには採用された政策を効果的・効率的に実施することができないためである
（King et al., 1998）．エリートスポーツサクセスに対する国民の熱心なサポートは，一国のエリ
ートスポーツシステムを構成する重要な（有形度の低い）要素であり（Houlihan & Zheng, 2013），
日本においても，有識者によって「国際競技力の向上とメダル獲得に向けた効率的な事業に
ついては，（中略）社会全体の理解を得ながら進めていくことが必要である」（ロンドンオリンピッ
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頼性を検証した（研究 2）．最後に，その価値評価と関連する要因を検討した（研究 3）． 





なお，本論を補完するかたちで，研究 3 と研究 4における従属変数である「価値評価」と「受
容態度」の関係性，およびエリートスポーツサクセスの私的ベネフィットの認知尺度の開発につ
いて補論にまとめた． 
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として組み込まれる研究が散見され始めている（Forrest et al., 2010; Luiz & Fadal, 2011; 









様々な要因が明らかにされている（Andersen & Ronglan, 2012; Bergsgard et al., 2007; Green 
& Houlihan, 2005; Houlihan & Green, 2008）．また，より実践的なアプローチとして，システムを
どのようにマネジメントしていくのかという解を得るためのベンチマーキング研究も進められてい
る（Böhlke, 2007; Böhlke & Robinson, 2009）． 




定する 9つの政策的要因を概念化したモデル（SPLISSモデル：Sports Policy factors Leading 
to International Sporting Success）に用いて，各国のエリートスポーツシステムを同じフレームワ
ークで国際比較分析をする大規模な研究プロジェクトが広く知られている（De Bosscher et al., 
































 社会に対するベネフィットとしては，経済の活性化（Ashton et al., 2003; Houlihan & Green, 
2008; Stewart et al., 2004），国の威信や名声を国外に示せること（Grix & Carmichael, 2012; 
Stewart et al., 2004），国際的な認識の高まりや外交上の認知（Houlihan & Green, 2008; 
Stewart et al., 2004），国の対外的なイメージの向上（Grix & Carmichael, 2012），およびスポー
ツ実施率の向上（Grix and Carmichael, 2012）などがあげられる． 
他方，個人に対するベネフィットには，ナショナル・アイデンティティー・帰属意識の向上
（Hong, 2011; Stewart et al., 2004）；社会的一体感の醸成（Stewart et al., 2004），市民・国民と
しての誇りの気持ち（Allison & Monington, 2002; Denham, 2010; Dóczi, 2012; Hallmann et al., 
2013; van Hilvoorde et al., 2010），および幸せ，満悦感（feel good factor），効用（Forrest & 
Simmons, 2003; Grix & Carmichael, 2012; Hallmann et al., 2013; Humphreys et al., 2011; 
Kavetos & Szymanski, 2010; Wicker, Hallmann et al., 2012; Wicker, Prinz et al., 2012）が含ま
れる． 
インプット プロセス アウトプット アウトカム
































薄いと言わざるを得ない（Stewart et al., 2004）．Grix & Carmichael（2012）は，政府がエリート
スポーツ分野へと国費投資をする根拠は「不明瞭で，研究不足，かつ無批判に受け入れられ
ている」（Grix & Carmichael, 2012, p.3）と指摘している．また，国際競技力向上が社会や国民
に広くベネフィットをもたらすというシナリオは，国際競技力関連の概算予算が配分される際の
第 2章 第 1節 
18 
 
「札付き」の議論（Green, 2006），あるいは政策立案者のストーリーライン（Fischer, 2003, cited 









いた．それぞれのデータベースにおいて「elite sport success」，「elite sporting success」，「elite 
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表 2-1-1 エリートスポーツ政策のアウトカムに関する定量データに基づいた実証研究 
 
 




界選手権，および欧州選手権の競技成績から作成される elite sport indexの相関関係を調べ
たところ，トリクルダウン効果に対する明確なエビデンスを得ることはできなかった．ただし，比
較的競技力の高い陸上競技，体操競技，柔道，テニスにおいては正の相関関係が確認され，
発表年 著者 主な結果 データ アウトカム




























































































Dóczi（2012），および Hallmann et al.（2013）は，エリートスポーツサクセス対する意識調査を
行い，大多数の国民が誇りの気持ちや幸せを感じているということをデータで示している．
Denham（2010）も US General Social Surveyから誇りに関する二次データを再分析している．
ハンガリーにおける調査では，高齢で高学歴のものの方が，アスリートの活躍に対する誇りを
感じやすいことが明らかとなった（Dóczi, 2012）．他方，ドイツにおいては，選手の活躍から生じ




Humphreys et al.（2011），Wicker, Hallmann et al.（2012），およびWicker, Prinz et al.（2012）
は，消費者余剰4の概念を適用し，エリートスポーツサクセスがもたらす社会心理ベネフィットを，
消費の非排除性や非競合性を有する公共財であるとみなし，仮想市場法（CVM: Contingent 
                           
4 ある財に対して，消費者が感じる価値から実際の価格を差し引いたもの． 







可能性が示されており（Wicker, Hallmann et al., 2012），一般的に測定が困難である社会心理
ベネフィットを「見える化」するための方法として有用であると考えられる．Humphreys et al.











社会の受容性という視点は不可欠である．図 2-1-2は，1997から 2013年までに 6度実施され












図 2-1-2 国際大会で日本選手が活躍するための公的援助の必要性（文部科学省, 2013; 内
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護などが扱われている（Walker & Mondello, 2007）．そして 2000年以降，スポーツマネジメント
の分野における応用研究が散見されるようになってきた．その応用分野は，プロスポーツチー
ム（Castellanos et al., 2011; 石坂・間野, 2010; Johnson et al., 2001），スポーツ・レクリエーショ
ンプログラム（Johnson et al., 2007），スポーツイベント（Atkinson et al., 2008; Vekeman et al., 
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2013; Walton et al., 2008），非営利スポーツクラブ（Wicker et al., 2011），スポーツ施設
（Johnson & Whitehead, 2000; Johnson et al., 2012），自国のアスリートの活躍（Humphreys et 





目が向けられていないことが議論の出発点となっている（Wicker, Hallmann et al., 2012）．愛国







在のエリートスポーツサクセスレベルは Q0，ある個人の所得が M であるとすると，現在は点 A
で示される．次に，エリートスポーツサクセスが Q1 へと向上したと仮定する．このとき所得は変
化しないので，点 B で示される．エリートスポーツサクセスの度合いが向上されることで，個人





                           
5 ある財の消費量が増大（減少）したときに変化後の消費量を保持したままで，消費量が変化する前の効用水準に消費者を保持
するために，消費者から取り去ることのできる最大額（与えなければならない最少額）（栗山, 1997）． 




カム評価への発展可能性がある（Wicker, Hallmann et al., 2012）． 
 
 











































著書 年 評価対象財 シナリオ 対象地域 調査期間 対象者 サンプル数























ドイツ代表チームが優勝する ドイツ 2009年12月～2010年4月 16歳以上 3,049
調査方法 サンプリング 標本と母集団の比較 支払手段 回答形式 分析モデル 評価額 抵抗回答 妥当性の検証




電話 層化無作為 あり（非統計的） 負担金 自由回答 記述統計（平均値） 平均値：€6.31/人 含む なし
街頭面接 便宜的 なし 負担金 自由回答 記述統計（平均値） 平均値：€25.79/人 含む なし





論が残されたままであるという点である．例えば，2012 年ロンドンオリンピックの開催 1 年前に
社会調査を行ったWicker, Hallmann et al.（2012）の研究においては，得られたWTPが比較
的低い値を示したのは調査時期が尚早であったためであると考察されている．この研究の限
界はクロスセクショナル・データの特性に起因しており，縦断的データを用いた分析が求めら
れる（Wicker, Prinz et al., 2012）．2010年バンクーバーオリンピック開催の事前事後に 2度の















における WTP の予測モデルの適合度の低さ（Humphreys et al., 2011: Psuedo R2 = 0.21; 
Wicker, Hallmann et al., 2012: R
2











（Petty & Cacioppo, 1981, p.7），あるいは「特定の対象に対して，好意あるいは非好意の程度










に対して結果として生じる態度 Aは，次式のように表すことができる（Fishbein, 1963）． 
 
𝐴 =  ∑ 𝐵𝑖𝑎𝑖
𝑁




















住民・国民の受容態度をテーマとしている研究が中心的である（Costa-Font & Gil, 2009; 


























































ことがある（Gupta et al., 2011）． 
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は図 2-3-1に示すとおりである．  
 
RQ1. エリートスポーツ政策に対する日本人国民の価値評価はどの程度あるのか？ 
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ツサクセス）が広く社会にアウトカムをもたらすことで正当化されている（Forrest & Simmons, 








「札付き」の議論（Green, 2006），あるいは政策立案者のストーリーライン（Fischer, 2003, cited 
in Houlihan, Bloyce, & Smith, 2009）であると指摘されている．これは，エリートスポーツサクセ
スがもたらす幅広い社会心理効果について，サポートエビデンスが不十分であることに起因す
る．実際に，実証的知見が希薄なことは多くの研究者が指摘しており（De Bosscher et al, 2013; 












とみなし，仮想市場法（CVM: Contingent Valuation Method）を用いて，その便益を推計する
実証的研究がスポーツマネジメントの分野で着手され始めた（Humphreys et al., 2011; Wicker, 
Hallmann et al., 2012; Wicker, Prinz et al., 2012）．CVMは人々の意見に基づいて非市場財の
価値を実証的に測定できる方法であり，エリートスポーツサクセスが国民にもたらす便益を貨
幣的に評価できる．この研究の枠組みを用いることで，費用と便益の比較への発展可能性が
































































図 3-1-1 シナリオの説明画面 





図 3-1-1 シナリオの説明画面（つづき） 
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       a ○：懸念されるバイアス，△：可能性のあるバイアス，×：ほとんど可能性のないバイアス
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7 回答者が意図的に評価額を過大・過少表明することによって生じるバイアス 
8 消費者が財・サービスを購入する際に支払うことのできる金額の上限 



















































































Hanemann（1984）にしたがい，回答者の間接効用関数 Uが観察可能な部分 V と観察不可
能な部分 ε（誤差項）に分類可能であるとすると，以下の数式ように表現することができる． 
 








𝜋𝑦(𝐵) = 𝑃𝑟𝑜𝑏{𝑈1 > 𝑈0} = 𝑃𝑟𝑜𝑏{𝑉1(𝑄1, 𝑀 − 𝐵) + 𝜀1 > 𝑉
0(𝑄0, 𝑀) + 𝜀0}         
      = 𝑃𝑟𝑜𝑏{∆𝑉 > (𝜀0 − 𝜀1)}     (2) 
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となる．なお，回答者が「2. 確実に払うとはいえない」または「3. 払わない」と回答する確率は， 
𝜋𝑛(𝐵) =  1 − 𝜋𝑦(𝐵)である．∆𝑉はエリートスポーツサクセスの向上による観測可能な効用の差













𝑢 ≤ 𝑊𝑇𝑃𝑖} = 1 − 𝐺(𝐵𝑖










𝑢) = 𝑃𝑟𝑜𝑏{𝐵𝑖 ≤ 𝑊𝑇𝑃𝑖 < 𝐵𝑖
𝑢} = 𝐺(𝐵𝑖













𝑙 ≤ 𝑊𝑇𝑃𝑖 < 𝐵𝑖} = 𝐺(𝐵𝑖 , 𝜃) − 𝐺(𝐵𝑖









𝑙) = 𝑃𝑟𝑜𝑏{𝑊𝑇𝑃𝑖 < 𝐵𝑖
𝑙} = 𝐺(𝐵𝑖





























出した．WTPの中央値は𝜋𝑦(𝐵) = 0.5となる提示額 Bを表す．つまり，回答者の半数が Bを支
払うことによるエリートスポーツ政策の拡充を受容し，もう半数は Bの支払いを拒否し現状のエ






∆𝑉 = 𝛼 + 𝛽𝑙𝑛𝐵 = 0  
𝑙𝑛𝐵 = −(𝛼/𝛽)   
𝐵 = exp (−
𝛼
𝛽







図 3-1-3 ランダム効用モデルによるWTPの中央値および平均値 
 
                           





















有意に多かった（p = .000）．さらに，世帯年収が 400万円未満のものが実際の構成よりも有意















                           












𝑃(1 − 𝑃) + 1
     (11) 
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表 3-1-2 回答者の概要 
 
 
表 3-1-3 提示額に対する回答の傾向 
 
n % n % n %
性別 男性 425 50.0 324 49.1 316.8 48.0 0.315n.s.
女性 425 50.0 336 50.9 343.2 52.0
年齢階層 20歳代 139 16.3 116 17.6 86.9 13.2 67.581***
30歳代 186 21.9 141 21.4 114.8 17.4
40歳代 170 20.0 129 19.6 106.2 16.1
50歳代 170 20.0 128 19.4 103.3 15.6
60歳代以上 185 21.8 146 22.1 248.8 37.7
職業 公務員 29 3.4 19 2.9
経営者・役員 27 3.2 21 3.2
会社員 299 35.2 235 35.7
自営業・自由業 68 8.0 51 7.8
専業主婦（主夫） 187 22.0 142 21.5
パート・アルバイト 107 12.6 88 13.3
学生 25 2.9 20 3.0
無職 66 7.8 51 7.7
その他 42 4.9 33 5.0
婚姻状況 独身 289 34.0 234 35.5 248.2 37.6 1.295n.s.
既婚 561 66.0 426 64.5 411.8 62.4
教育歴d 4年制大学以上 379 44.7 292 44.3 128.5 19.5 258.424***
その他 469 55.3 367 55.7 530.5 80.5
世帯年収 400万円未満 292 34.4 221 33.5 297.7 45.1 40.329***
400万円以上800万円未満 373 43.9 292 44.2 225.1 34.1
800万円以上 185 21.7 147 22.3 137.3 20.8
Note:
       a PN: 抵抗回答を除外した集計
       b 世帯年収は「平成22年国民生活基礎調査」、その他は「平成22年国勢調査」を参照データとしている
       c 本調査と同一の職業区分の政府統計が存在しないため
       d 単純集計では2つ、単純集計(PN)では1つの欠損値があった
       n.s. 有意差なし、*** p  < 0.001.
NAc
χ 2 検定回答者属性
単純集計 単純集計 (PN)a 日本人全体b
YYb YN NY NN
n (%) n (%) n (%) n (%)
A ［200：500：100］ 40 (27.8) 14 (9.7) 28 (19.4) 62 (43.1) 144 26
B ［500：1,000：200］ 31 (23.0) 21 (15.6) 33 (24.4) 50 (37.0) 135 35
C ［1,000：2,000：500］ 15 (12.1) 15 (12.1) 27 (21.8) 67 (54.0) 124 46
D ［2,000：5,000：1,000］ 12 (9.3) 12 (9.3) 34 (26.4) 71 (55.0) 129 41
E ［5,000：10,000：2,000］ 5 (3.9) 10 (7.8) 39 (30.5) 74 (57.8) 128 42
Note:
       a B : 初回提示額、B u : Bに支払意志のある人への2回目の提示額、B l : T1に支払意志のない人への2回目の提示額
       a 2段階の提示額に対する回答、Y: 「確実に払う」と回答、N：「確実に払うとはいえない」または「払わない」と回答
合計 抵抗回答バージョン 提示額 [B : B u : B l]a




al., 2002; 寺脇, 2002）を採用することとした． 










表 3-1-4 WTPの推計結果 
 
 




𝑛 × 𝐴 ×
𝑝𝐴
𝑝𝑎















       a 最高提示額10,000円で裾切りを行った平均値












確認された（p < .001）（表 3-1-5）． 
さらに，2 組の標本による母集団の WTP 分布の比較を行った．先述の「オリンピックや世界
選手権における日本人アスリートの活躍に対する関心」のダミー変数における，それぞれのグ
ループ間の WTP が同一の分布に従うか否かを調べるために尤度比検定を行われた．結果，




































表 3-1-5 対数線形ロジットモデルの出力結果 
 
 



















       a 従属変数：WTP設問に「確実に払う」と回答する確率
       b 調整変数：世帯年収
       c オリンピックや世界選手権における日本人アスリートの活躍に対する関心
グループ n WTP中央値 対数尤度 χ 2検定 p値
関心a低群 218 89.0 -177.741
関心高群 442 631.6 -616.450
Note:
        a オリンピックや世界選手権における日本人アスリートの活躍に対する関心
85.382 0.00












ツ関係予算における競技スポーツ予算 162 億円（文部科学省, 2012），（2）日本スポーツ振興
センターのスポーツ振興基金助成における競技力向上のための助成金 12 億円（日本スポー
ツ振興センター, 2013），（3）同センターのスポーツくじ助成における競技力向上のための助成








カナダ人世帯のWTP（オリンピック前：C$ 44.96；オリンピック後：C$ 91.42）（Humphreys et al., 
2011）や，2012 ロンドンオリンピックにおけるドイツの活躍に対するドイツ人の WTP（€ 6.31）
（Wicker, Hallmann et al., 2012），および 2010FIFA ワールドカップにおけるドイツ代表チーム
の活躍に対するドイツ人の WTP（€ 25.79）よりも低値を示す結果である（Wicker, Prinz et al., 
2012）．CVM 研究はアンケート設計の影響を受けやすい（栗山, 2008）ため，本研究はそれら







































対する調査で代替がされている（Johnson et al., 2009）．より厳密性を期すためには，このような
手法を併用する必要があると思われる． 









た先行研究（Humphreys et al., 2011）によると，オリンピック後のWTPの平均値はオリンピック
前の 2倍近くまで上昇しており，縦断的な調査による検討の必要性を示している． 
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 調査は社会調査モニター850名に対し，2012年ロンドンオリンピック直前の 2012年 7月（T1），































額に「2. 確実に払うとはいえない」または「3. 払わない」と回答したものの集合を yn，初期提示
額に「2. 確実に払うとはいえない」または「3. 払わない」と答え，2回目のより低額な提示額に
「1. 確実に払う」と回答したものの集合を ny，2回とも「2. 確実に払うとはいえない」または「3. 
払わない」と回答したものの集合を nnとする．提示額 𝐵 に対して，回答者が「1. 確実に払う」と
回答する確率を 𝑃(𝐵) とすると，対数尤度は次式の様に表すことができる． 
 
ln𝐿 = ∑ 𝑙𝑛𝑃(𝐵𝑖
𝑢) + ∑ 𝑙𝑛[𝑃(𝐵𝑖
𝑙) − 𝑃(𝐵𝑖
𝑢)] + ∑ ln [1 − 𝑃(𝐵𝑖
𝑙)]𝑖∈𝑛𝑛𝑖∈𝑦𝑛 𝑜𝑟 𝑛𝑦𝑖∈𝑦𝑦      (13)  
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図 3-2-1 ターンブル法による受諾率曲線 
 
 
                           

































n  (%) (%)
性別 男性 358 51.8 48.0
女性 333 48.2 52.0
年齢階層 20歳代 91 13.2 13.2
30歳代 140 20.3 17.4
40歳代 141 20.4 16.1
50歳代 146 21.1 15.6
60歳代以上 173 25.0 37.7
婚姻歴 独身 223 32.3 37.6
既婚 468 67.7 62.4
地域 北海道 27 3.9 4.4
東北 42 6.1 7.3
関東 258 37.3 33.5
中部 109 15.8 16.8
近畿 138 20.0 17.7
中国 42 6.1 5.9
四国 16 2.3 3.1
九州・沖縄 59 8.5 11.3
世帯年収 200万円未満 62 9.0 19.9
200万円以上400万円未満 167 24.2 25.8
400万円以上600万円未満 181 26.2 20.7
600万円以上800万円未満 129 18.7 13.2
800万円以上1,000万円未満 81 11.7 8.8
1,000万円以上1,200万円未満 35 5.1 4.9
1,200万円以上1,500万円未満 20 2.9 3.4
1,500万円以上2,000万円未満 12 1.7 2.0
2,000万円以上 4 0.6 1.3
Note:
        a 世帯年収は「平成24年国民生活基礎調査」、その他は「平成22年国勢調査」を参照データとしている．











































T1 34 (31.5) 12 (11.1) 19 (17.6) 43 (39.8) 108 20
T2 38 (36.5) 8 (  7.7) 23 (22.1) 35 (33.7) 104 24
T3 39 (36.8) 11 (10.4) 17 (16.0) 39 (36.8) 106 22
T1 27 (25.0) 16 (14.8) 28 (25.9) 37 (34.3) 108 33
T2 31 (27.0) 20 (17.4) 27 (23.5) 37 (32.2) 115 26
T3 31 (28.4) 16 (14.7) 21 (19.3) 41 (37.6) 109 32
T1 15 (15.2) 13 (13.1) 22 (22.2) 49 (49.5) 99 42
T2 15 (13.9) 15 (13.9) 24 (22.2) 54 (50.0) 108 33
T3 14 (12.0) 18 (15.4) 24 (20.5) 61 (52.1) 117 24
T1 11 (10.5) 9 (  8.6) 27 (25.7) 58 (55.2) 105 34
T2 10 (  9.8) 17 (16.7) 17 (16.7) 58 (56.9) 102 37
T3 10 (  9.0) 13 (11.7) 27 (24.3) 61 (55.0) 111 28
T1 4 (  3.7) 8 (  7.3) 33 (30.3) 64 (58.7) 109 33
T2 5 (  4.6) 14 (13.0) 29 (26.9) 60 (55.6) 108 34
T3 4 (  3.5) 10 (  8.8) 39 (34.5) 60 (53.1) 113 29
Note:
      a B : 初期提示額、B u : Bに支払意志のある人への2回目の提示額、B l : Bに支払意志のない人への2回目の提示額
      b 2段階の提示額に対する回答、Y: 「確実に払う」と回答、N: 「確実に払うとはいえない」または「払わない」と回答
D [2,000: 5,000: 1,000]
E [5,000: 10,000: 2,000]
A [200: 500: 100]
B [500: 1,000: 200]
C [1,000: 2,000: 500]






集団の WTP 代表値を推計した．その結果，T1 において中央値 421 円（裾切り平均値：1,588
円），T2において中央値 471円（裾切り平均値：1,692円），T3において中央値 460円（裾切り
平均値：1,677円）と推計された（表 3-2-3）．2012年ロンドンオリンピックを跨ぐ T1から T2にか
けて母集団のWTP値が高まり，T2から T3にかけてやや減少している傾向が見られる． 
他方，ノンパラメトリック法（ターンブル法）では，T1 において中央値は 200～500 円の間（下
限平均値：1011円），T2において中央値は 500～1,000円の間（下限平均値：1112円），T3に











係数 ｔ値 係数 ｔ値 係数 ｔ値
定数項 5.240 14.473*** 5.370 14.493*** 5.370 14.494***
提示額の対数値 -0.867 -15.345*** -0.873 -15.308*** -0.873 -15.085***
標本サイズ 529 537 537
対数尤度 -676.039 -696.266 -713.020
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数尤度の合計から計算される尤度比検定量𝐿𝑅は，標本 A と BのWTP分布に差がないという
帰無仮説のもと，（14）式で表される． 
 
𝐿𝑅 = −2 × {𝐿𝐿𝐴+𝐵 − (𝐿𝐿𝐴 + 𝐿𝐿𝐵)}     (14)  
 
LR の統計量は自由度 n のカイ二乗分布に従う．その結果，T1 と T2 における WTP 分布，
T1と T3におけるWTP分布，T2と T3におけるWTP分布には有意な差はみられなかった（そ
れぞれ χ2 = 0.66, n.s.；χ2 = 0.43, n.s.；χ2 = 0.03, n.s.）． 
T1 T2 T3
提示額に対する受諾率
　100円 0.74 0.78 0.74
　200円 0.63 0.64 0.63
　500円 0.48 0.50 0.50
　1,000円 0.34 0.35 0.37
　2,000円 0.21 0.24 0.23
　5,000円 0.07 0.09 0.07
　10,000円 0.02 0.02 0.02
標本サイズ 529 537 556
対数尤度 -668.78 -686.090 -698.18
AIC 1351.57 1386.17 1410.35
WTP中央値（円） (200, 500) (500, 1000) (500, 1,000)
WTP下限平均値（円） 1,011.5 1111.5 1,019.2
　標準偏差 101.32 101.62 92.13
　信頼区間a (812.9, 1210.0) (912.3, 1310.7) (838.7, 1199.8)
Note:
       a 近似的な95%信頼区間．
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ターンブル法による WTP 推定では，正規分布に従う 2 つの標本データでの平均値の差の






2     (15) 
 
𝑍 = (?̅? + ?̅?)/S      (16) 
 
 その結果，尤度比検定と同様に T1 と T2におけるWTP平均値，T1 と T3におけるWTP平
均値，T2とT3におけるWTP平均値には有意な差はみられなかった（それぞれZ = -0.70，n.s；
































本研究によって得られた WTP を他の評価対象財と比較すると，一人あたりの WTP 平均値
においては，スタジアム・アリーナ（Johnson & Whitehead, 2001），プロサッカーチーム
（Castellanos et al., 2011），ロードレース（Vekeman et al., 2013），およびドイツのエリートスポー
ツサクセス（Wicker, Hallmann et al., 2012）よりも高く，地域のスポーツ・レクリエーション事業
（Johnson et al., 2007），オリンピックの誘致（Walton et al., 2008; Atkinson et al., 2008），プロ野
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ィケーション）が WTP との関連要因であると実証されている（Humphrey et al., 2011; Wicker 
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エリートスポーツサクセスに関する CVM研究においては，第 1章第 2節においても言及し
たとおり，アスリートが国際的に活躍をすることが社会的にも個人的にもベネフィットが大きいと
認知しているものが，WTPを高く表明することが共通のエビデンスであると概括することができ








の教育問題，グラスルーツスポーツの発展に対するネガティブな影響（Green, 2004a, 2004b, 




















𝐴 = ∑ 𝐵𝑖𝐸𝑖
𝑁










𝐵~𝐵𝐼 = ∑ 𝐵𝑖𝐸𝑖
𝑁
𝑖=1 + ∑ 𝑁𝐵𝑗𝑀𝐶𝑗
𝑁





って説明される行動意図であると解釈できる（Barro et al., 1996; ミッチェル・カーソン, 2001）．
















国の選手が国際舞台で活躍することが国家のために重要（Wicker, Prinz et al., 2012），あるい
は国の威信のために重要（Humphreys et al., 2011）であると考える社会的なベネフィット認知
が，エリートスポーツサクセスの価値評価と関連していることが報告されている．同様に，自分
にとって国際競技力向上が重要である感じること（Wicker, Prinz et al., 2012），またはエリートス







いる（Kimenju & Groote, 2008; Pinto-Prades et al., 2008）．また記述レベルでは，ドーピングに




et al., 2007; Petróczi 2007），関係したアスリートに対する国民の否定的な態度に繋がる







れる．消費資本の概念13（Stingler & Becker, 1977）を援用した先行研究では，スポーツやエリ
ートスポーツに関連する消費資本の多さがWTP と関連していることがわかっている（Wicker, 









論されてきており（Cvetkovich & Löfstedt, 1999; Johnson, 1999），政策アクターに対する信頼
が価値評価や受容性の決定要因であることが実証されている（Donahue & Miller, 2006; 
Kimenju & Groote, 2008; Krystallis & Chryssohoidis, 2005）．したがって，日本のエリートスポ
                           
13 消費資本は類似の財・サービスを繰り返し消費することによって蓄積される知識などを表す言葉である．Stigler and Becker
（1977）によると，消費資本が蓄積された財やサービスを購入・利用したときの方が，そうではないものよりも得られる効用が高い． 















































のアウトカムに関する過去の研究（Allison & Monnington, 2002; Dóczi, 2012; Grix & 
Carmichael, 2012; Hallmann et al., 2013; Houlihan & Green, 2008; Kavetsos & Szymanski, 

























































        a 1：全くそう思わない～7：とてもそう思う
      b 1：全く信用していない～7：とても信用している
      c 1：全く知らない～7：大変よく知っている
























価した（Hu & Bentler, 1999）．その結果，適合度は comparative fit index（CFI）= 0.96，
non-normed fit index（NNFI）= 0.95，Bollen's incremental fit index（IFI）= 0.96，root mean 
square error of approximation（RMSEA）= 0.06，SRMR（standardized root mean square residual）
=0.03 となり，良好な値が得られた．各尺度の内的信頼性の信頼性係数である Cronbach α係
数を算出したところ，全ての尺度において Nunnally（1967）の推奨値（> 0.70）を上回る結果が
得られた（Cronbach α = 0.87～0.95）．収束的妥当性を確認するために，平均抽出分散（AVE: 
average variance extracted）を算出した結果，全てにおいて基準値とされる 0.50（Fornell & 
Larcker, 1981）を超える 0.58～0.78 という値が得られた（表 3-3-2）．弁別的妥当性は，概念間






表 3-3-2 各概念の因子間相関と信頼性，および測定項目の因子負荷量 
 
1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
1. 社会的ベネフィット 1.00 0.69a
2. 私的ベネフィット 0.79 1.00 0.63 0.76a
3. リスク -0.18 -0.19 1.00 0.03 0.03 0.58a
4. 信頼 0.40 0.37 -0.11 1.00 0.16 0.13 0.01 0.76a
5. 知識 0.21 0.20 0.06 0.24 1.00 0.04 0.04 0.00 0.06 0.77a









      a 平均分散抽出.
      *** p  < 0.001.
      n  = 613; χ 2 = 814.47 (p < 0.001), χ 2/df(284) = 2.87; CFI = 0.96; NNFI = 0.95; IFI = 0.96; RMSEA = 0.06; SRMR = 0.03.
3 0.90 0.71-0.86 0.78-0.93 22.42-29.46***
5 0.95 0.73-087 0.86-0.91 26.58-29.16***
5 0.87 0.39-0.71 0.60-0.86 21.65-26.97***
4 0.93 0.66-0.84 0.77-0.93 22.34-28.89***
5 0.91 0.60-0.80 0.76-0.87 31.38-35.11***
4 0.93 0.73-0.86 0.83-0.91 24.94-29.01***
変数
相関行列 相関係数の２乗の行列
項目数 Cronbach α Item-total相関 標準化係数 t値





人口統計学的要因として，性別（1 = 男性，0 = 女性），年齢，職業（1 = フルタイム，0 = そ




















                           


























性別 男性 331 54.0 48.0
女性 282 46.0 52.0
平均年齢 52.1 -8.349b ***
職業 フルタイム 288 47.0 41.9
その他 325 53.0 58.1
教育歴 4年制大学以上 271 44.2 19.5
その他 342 55.8 80.5
世帯年収 400万円未満 217 35.4 45.1
400万円以上800万円未満 273 44.5 34.1 ***
800万円以上 123 20.0 20.8
Note:
        a 世帯年収は「平成22年国民生活基礎調査」、その他は「平成22年国勢調査」を参照データとしている．
        b t値.





































第 3章 第 3節 
77 
 






(-1) (-2/3) (-1/3) 0 (1/3) (2/3) (1)
社会的ベネフィットa
SB1 1.3 1.8 6.6 13.9 36.5 26.6 13.4 0.39 0.41
SB2 0.8 1.6 6.4 20.4 32.8 27.9 10.1 0.36 0.40
SB3 0.7 0.8 3.9 12.2 31.0 36.4 15.0 0.47 0.37
SB4 0.8 1.3 3.3 13.4 31.2 36.5 13.5 0.46 0.38
SB5 0.8 1.0 2.9 13.2 30.7 36.4 15.0 0.47 0.37
社会的ベネフィット index 0.43 0.33
私的ベネフィットa
PB1 0.7 0.8 3.9 10.6 29.9 32.8 21.4 0.51 0.39
PB2 0.5 0.8 3.6 13.9 29.5 34.1 17.6 0.48 0.38
PB3 0.8 1.5 4.7 15.7 28.5 31.6 17.1 0.44 0.41
PB4 1.3 1.6 4.2 16.3 29.9 29.9 16.8 0.43 0.42
私的ベネフィット index 0.46 0.36
リスクa
R1 8.5 18.9 30.7 27.4 7.3 5.9 1.3 -0.24 0.44
R2 4.4 11.3 19.7 24.8 27.1 9.1 3.6 0.00 0.47
R3 6.2 13.5 18.1 32.6 18.3 8.5 2.8 -0.07 0.47
R4 3.8 10.6 17.5 31.8 23.5 9.0 3.9 0.01 0.46
R5 6.4 14.4 19.6 32.0 18.3 7.2 2.3 -0.09 0.46
リスク index -0.08 0.38
信頼b
T1 6.7 9.0 24.5 33.9 20.6 4.2 1.1 -0.10 0.42
T2 5.5 9.0 18.6 40.5 21.9 3.9 0.7 -0.07 0.40
T3 6.2 9.1 19.1 36.5 21.9 6.0 1.1 -0.06 0.43
T4 6.4 9.1 22.0 38.8 20.1 2.6 1.0 -0.10 0.40
信頼 index -0.08 0.37
知識c
K1 39.5 17.6 16.8 15.7 7.3 2.3 0.8 -0.52 0.50
K2 40.8 14.8 17.3 16.2 7.5 2.8 0.7 -0.51 0.51
K3 56.3 17.5 16.3 7.3 1.5 0.8 0.3 -0.72 0.39
知識 index -0.58 0.43
アスリート・ロールモデルa
RM1 2.0 4.7 13.9 37.0 31.0 9.3 2.1 0.09 0.38
RM2 1.8 3.3 11.4 36.2 35.4 10.1 1.8 0.13 0.36
RM3 2.0 3.4 9.6 31.5 37.7 13.4 2.4 0.16 0.38
RM4 2.3 5.4 12.4 40.5 26.6 10.9 2.0 0.08 0.39
RM5 2.9 5.7 14.4 40.8 25.6 8.6 2.0 0.05 0.39
アスリート・ロールモデル index 0.10 0.35
Note: 
        a 1：全くそう思わない～7：とてもそう思う
      b 1：全く信用していない～7：とても信用している

































プルはモデル 1では 42.9%，モデル 2では 44.7%であった． 
WTPの点推計は，モデル 1においては中央値 478円，裾切り平均値は 1,472円であった．
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説明変数 係数 t値 係数 t値
定数項 2.293 2.502 2.645 2.949 *
提示額の対数値 -1.004 -17.453 *** -0.988 -17.516 ***
社会心理学的要因 社会的ベネフィットindex 1.828 5.686 ***
私的ベネフィットindex 1.267 4.548 ***
リスクindex -1.011 -4.460 *** -1.034 -4.559 ***
信頼index 0.384 1.601 0.434 1.848
知識index 0.276 1.360 0.319 1.566
アスリート・ロールモデルindex 0.820 2.783 ** 0.871 2.921 **
人口統計学的要因 性別男性 0.185 0.896 0.197 0.964
年齢 0.018 2.843 ** 0.018 2.883 **
職業フルタイム 0.043 0.207 0.026 0.127
教育歴4年制大学以上 0.176 0.938 0.141 0.760










       a 最高提示額10,000円で裾切りを行った平均値




























する価値評価が高い（Wicker, Hallmann et al., 2012）というエビデンスを補強する結果が得ら
れた．同様に有意に正に影響していることが検証された「私的ベネフィット」については，先行
研究の多くが立証してきた誇り，幸せ，および生活の質といった公共財が有する個人に対する
無形効果の重要性を支持する結果である（Atkinson et al., 2008; Castellanos et al., 2011; 











かにしたドイツにおける研究結果（Wicker, Hallmann et al., 2012）と一致するものである．した
がって，エリートアスリートがより多くの国民にとって模範的な存在であると評価されることは，エ























は異なる結果となった（Wicker, Hallmann et al., 2012; Wicker, Prinz et al., 2012）．この主たる
理由として考えられるのは，国際競技力向上施策や関連施設に対する国民の認知レベルが
著しく低く，床効果に至っていることである．関連して，Wicker, Hallmann et al.（2012）のデータ
も，前回のオリンピックにおけるメダリストの名前を思い出せるかという代理変数で測定したオリ
ンピックに関する国民の消費資本は極めて限定的であることを明らかにしている． 





致しており（Atkinson et al., 2008; Castellanos et al., 2011; Humphreys et al., 2011; Walton et al., 








して，研究 1 と 2 同様に，インターネット調査におけるデータの信頼性について考慮する必要
がある．次に，本研究は 2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会が開催される日本に










































































もたらすことで正当化されている（Forrest & Simmons, 2003; Goodwin & Grix, 2011; Grix & 
Carmichael, 2012; Mitchell et al., 2012; Pringle, 2001）．このベネフィットは例えば，アスリートの
活躍を通じて感じるアイデンティフィケーションや社会的一体感，あるいは国際的な威信や経





と，自国アスリートの活躍が国家の国際的な評判（Wicker, Hallmann et al., 2012）や名声
（Humphreys et al., 2011）といった社会的ベネフィット創出のために重要であると考えているも
のほど，エリートスポーツに対する価値評価が高いことが実証されている．同様に，選手の活
躍によってもたらされる誇りや幸せの気持ちなどの私的ベネフィットも規定要因であることが明
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Risk perception 
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Personal benefit 
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性別 男性 471 51.1 48.0 3.638n.s.
女性 450 48.9 52.0
教育歴 4年制大学以上 419 45.5 19.5 396.439***
その他 502 54.5 80.5
婚姻歴 既婚 612 66.4 62.4 6.437*
独身 309 33.6 37.6
職業 フルタイム 421 45.7 41.9 5.495*
その他 500 54.3 58.1
年齢 平均年齢 46.3a 52.1b -12.495c***
Note:
     * p < 0.05, *** p < 0.001.
       a サンプルの平均値、b 母集団の平均値、c t値 .


















証的研究（Dóczi, 2012; Hallmann et al., 2013; Kavetsos & Szymanski, 2010; Wicker, 
Hallmann et al., 2012）およびアウトカムについて言及した記述的研究（Allison & Monnington, 
2002; Forrest & Simmons, 2003）をもとに誇り，幸せ，ナショナル・アイデンティティー，社会的
一体感と設定された．「社会的ベネフィット」は，なぜ政府が国際競技力の向上に関心を示す
理由やその必要性について言及したGrix and Carmichael（2012），Houlihan and Green（2008），
およびスポーツ振興に関する懇談会（2007）を参考に，以下の 5項目により概念化された．具
体的には，経済効果，国際的な威信，国際的認識の高まり，国のイメージ向上，スポーツ実施
率の向上であった．「リスク」は，エリートスポーツにおけるネガティブな側面を検証した Park et 
al.（2012）やVolkwein（1995）をもとに，アスリートの教育問題，過度な勝利至上主義，身体的・
性的虐待，非倫理的行為に関して測定した．「トリクルダウン効果」（De Bosscher et al., 2013; 






2004b, 2006; Green & Houlihan, 2004; Houlihan & Zheng, 2013），ネガティブな影響（エリート
スポーツの推進が大衆スポーツの発展を制限する）を有する可能性があると判断し，「リスク」を
構成する 1項目として採用し，全 5項目となった．これらの測定項目は 7段階のリッカートスケ
ール（1：全くそう思わない，7：とてもそう思う）で設問された． 
「信頼」の測定項目は，日本における主たるエリートスポーツ政策アクター（Yamamoto, 2008）
































PB1 自国に対する誇りを感じる 5.45 1.20 0.85 31.38***
PB2 幸せな気持ちになる 5.37 1.19 0.85 31.91***
PB3 日本人であることを意識する 5.30 1.24 0.90 34.72***
PB4 日本人としての一体感を感じる 5.27 1.27 0.91 35.11***
社会的ベネフィットa
日本人アスリートが国際競技大会で活躍することで、
SB1 国内の経済が活性化する 5.12 1.22 0.75 26.02***
SB2 対外的に国の威信が示される 4.99 1.21 0.81 29.15***
SB3 日本が諸外国から認知される 5.40 1.13 0.86 32.16***
SB4 日本の対外的なイメージが向上する 5.35 1.12 0.86 31.89***
SB5 国民のスポーツ実施率が向上する 5.39 1.13 0.80 28.48***
リスクa
トップレベルのスポーツの育成・強化の推進は、
R1 地域スポーツ（大衆スポーツ／生涯スポーツ）の推進を阻害する 3.33 1.29 0.59 18.72***
R2 過度な業績主義や勝利至上主義をあおる 3.99 1.38 0.80 27.99***
R3 暴力やパワーハラスメントを引き起こす 3.80 1.41 0.86 31.33***
R4 アスリートの学業停滞を引き起こす 4.06 1.37 0.77 26.61***
R5 非倫理的行為（ドーピング、八百長など）を引き起こす 3.76 1.36 0.77 26.46***
信頼b
以下の日本の国際競技力向上に関わる組織をどの程度信用していますか
T1 文部科学省 3.67 1.27 0.79 28.24***
T2 独立行政法人日本スポーツ振興センター（JSC） 3.73 1.19 0.94 37.38***
T3 公益財団法人日本オリンピック委員会（JOC） 3.78 1.28 0.90 35.09***
T4 中央競技団体（○○協会、○○連盟など） 3.65 1.20 0.87 33.10***
アスリート・ロールモデルa
日本人アスリートは、
ARM1 私が追い求めようとする良い手本を提供している 4.22 1.16 0.86 32.43***
ARM2 範を示している 4.35 1.10 0.88 33.79***
ARM3 他人が見習うべき良い例を示している 4.47 1.13 0.87 32.88***
ARM4 私が模倣したい働く姿勢や態度を示している 4.21 1.16 0.89 33.92***
ARM5 私にとって模範的な役割を果たしている 4.11 1.18 0.90 34.65***
受容態度
トップレベルのスポーツの育成・強化を国策として取り組むことは、
PA1 c あなた自身にとってどの程度受け入れることができますか？ 5.06 1.14 0.87 32.81***
PA2
c 日本社会にとってどの程度受け入れることができますか？ 5.12 1.07 0.95 38.48***
PA3 c 将来世代にとってどの程度受け入れることができますか？ 5.16 1.08 0.94 37.37***
PA4 d 日本社会はトップレベルのスポーツの育成・強化に積極的に取り組むべきである 5.19 1.04 0.78 27.92***
Note: 
         a 1：全くそう思わない～7：とてもそう思う
         b 1：全く信用していない～7：とても信用している
         c 1：全く受け入れることができない～7：積極的に受け入れることができる
         d 1：強く反対～7：強く賛成








通手法分散バイアス（CMVバイアス: common method variance bias）によって変数間の関係に
意図せざる歪みが発生する可能性がある．そのためハーマンの単一因子検定を行い，CMV




検定を行った．KMOは 0.93 と非常に高く（Kaiser, 1974）17，Bartlettの球面性検定18の結果，p 
< 0.001（χ2 = 21387.11, d.f. = 351）で帰無仮説を棄却することができ，因子分析を適用すること
が妥当であることが示された．次に，探索的因子分析を行なった結果，全体の分散の 75.05%






図 4-1に示した仮説モデルに対して，共分散構造分析（SEM: structural equation modelling）
を用いてモデルの適合度を検証した．SEMは，社会科学において抽象的な概念から構成さ
れている仮説，あるいは理論を実証的に検証できる有力な手法である．本研究では，
                           
16 CMVバイアスが深刻な問題である場合，全変数を用いた探索的因子分析において 1因子構造であるとの結果，あるいは第 1
因子の寄与率が極めて高い結果が示される． 
17 Kaiser-Meyer-Olkinの標本妥当性の測度（KMO）は，観測された相関係数と偏相関係数の比である．全ての変数間の偏相関







Anderson and Gerbing（1988）の 2ステップ・アプローチに従い，仮説モデルの検証に先立ち確
認的因子分析（CFA: confirmatory factor analysis）を用いて構成概念の測定尺度の信頼性，




ため，適合度指標から除外している．CFAの結果，NNFI = 0.95 と CFI = 0.96は基準値（0.90）
を上回る結果であった．さらに，RMSEA = 0.06および SRMR = 0.04は許容範囲内（≤ 0.08）で
あった（Hu & Bentler, 1999）．全ての適合度指標が許容値を満たしたことから，モデルのデー
タに対する適合度が良好であることが示された． 
次に信頼性の検討をするために，信頼性係数として Cronbachの α係数を表 4-3に算出し
た．各因子の α係数は Nunnally（1967）が提示した 0.7以上という基準を満たし，内的一貫性
が確認できた． 
続いて尺度モデルの概念的妥当性を検討した．構成概念と観測変数の関係の強さは因子
負荷量によって検討され，全ての値が 0.50以上であり，p < 0.001で有意であったため，各観
測変数が対応する構成概念を正確に測定していることが示唆された（Anderson & Gerbing, 
1988; Hair et al., 2005）（表 4-3）．さらに，各因子の AVEを求めた結果，全てにおいて基準値
とされる 0.50を上回り，収束的妥当性が示された．因子同士の相違性を表す弁別的妥当性は，
因子間の相関係数が 0.85以下であること（Kline, 2005）および AVEが因子間の相関係数の









表 4-3 各概念の因子間相関と信頼性，および測定項目の因子負荷量 
 
 





1 2 3 4 5 6
1. 私的ベネフィット 5.35 1.50 1.00
2. 社会的ベネフィット 5.25 1.35 0.81 1.00
3. リスク 3.79 1.86 -0.10 -0.09 1.00
4. 信頼 3.71 1.53 0.34 0.35 -0.09 1.00
5. アスリート・ロールモデル 4.27 1.31 0.57 0.53 -0.16 0.40 1.00
6. 受容態度 5.13 1.17 0.56 0.59 -0.27 0.33 0.53 1.00
概念 項目数 Cronbach α
1. 私的ベネフィット 4 0.93
2. 社会的ベネフィット 5 0.91
3. リスク 5 0.87
4. 信頼 4 0.93
5. アスリート・ロールモデル 5 0.94
6. 受容態度 4 0.93
Note:
    
*** 
p  < 0.001.
    n  = 921; NNFI = 0.95; CFI = 0.96; RMSEA = 0.06; SRMR = 0.04.
概念 平均値 S.D.
相関行列










1 2 3 4 5 6
1. 私的ベネフィット 0.77a
2. 社会的ベネフィット 0.66 0.67a
3. リスク 0.01 0.01 0.59a
4. 信頼 0.11 0.12 0.01 0.77a
5. アスリート・ロールモデル 0.33 0.28 0.03 0.16 0.77a
6. 受容態度 0.32 0.35 0.07 0.11 0.28 0.78a
Note:








 仮説モデルの検証には，最尤推定法による SEMを用いた．初期モデル（図 4-1）においては，
SRMR = 0.14 と許容値（≤ 0.10）（Kline, 2005）を上回る結果となった．この原因を，「信頼」と
「アスリート・ロールモデル」との間に見られる中程度の相関による影響（r = 0.40, p < 0.001）で
あると考え，この相互作用を加味するために共分散のパスを引きモデルを修正した．修正モデ
ルには有意な改善が確認され（Δχ2(1) = 143.16, p < 0.001），良好な適合度を示すに至った












係数が示すとおり，「信頼」から「私的ベネフィット」（βH4 = 0.12, t = 3.83）と「社会的ベネフィット」
（βH5 = 0.16, t = 4.59）へのパスは統計的に有意な値を示した．以上の結果から H4 と H5は支







「アスリート・ロールモデル」は「私的ベネフィット」（βH7 = 0.54, t = 15.22），「社会的ベネフィッ












表 4-5 仮説検証の結果 
 
 H1: 私的ベネフィット → 受容態度 0.18 0.03   4.98*** 支持
 H2: 社会的ベネフィット → 受容態度 0.32 0.04  8.81*** 支持
 H3: リスク → 受容態度 -0.19 0.04 -6.18*** 支持
 H4: 信頼 →私的ベネフィット 0.12 0.03   3.83*** 支持
 H5: 信頼 → 社会的ベネフィット 0.16 0.03   4.59*** 支持
 H6: 信頼 → リスク -0.03 0.03    -0.71n.s.** 棄却
 H7: アスリートロールモデル → 私的ベネフィット 0.54 0.04 15.22*** 支持
 H8: アスリートロールモデル → 社会的ベネフィット 0.49 0.03 13.09*** 支持
 H9: アスリートロールモデル → リスク -0.15 0.03  -3.73*** 支持
 H10: アスリートロールモデル → 受容態度 0.24 0.04   5.94*** 支持
 重相関係数の二乗 (R2SMC):
   私的ベネフィット 0.36
   社会的ベネフィット 0.32
   リスク 0.03
   受容態度 0.43
Note:
    
*** 
p  < 0.001, 
n.s. 
not significant.
    n  = 921; NNFI = 0.94; CFI = 0.94; RMSEA = 0.07; SRMR = 0.09.

















表 4-6 媒介分析の結果および直接・間接・総合効果 
 
Sobel Aroian Goodman
信頼 → H4 0.12 0.03 3.33*** 3.30*** 3.36***
→ 受容態度 H1 0.18 0.03
信頼 → H5 0.16 0.03 4.44*** 4.41*** 4.46***
→ 受容態度 H2 0.32 0.04
信頼 → H6 -0.03 0.03 0.98n.s. 0.96n.s. 1.00n.s.
→ 受容態度 H3 -0.19 0.04
アスリート・ロールモデル → H7 0.54 0.04 5.48*** 5.47*** 5.50***
→ 受容態度 H1 0.18 0.03
アスリート・ロールモデル → H8 0.49 0.03 7.18*** 7.17*** 7.19***
→ 受容態度 H2 0.32 0.04
アスリート・ロールモデル → H9 -0.15 0.03 3.44*** 3.41*** 3.48***







         *** p<0.001, n.s. not significant.
私的ベネフィット



































高く評価することに繋がるというWicker, Hallman et al.（2012）の研究結果と親和性が高い． 
また，リスクが受容態度にネガティブな影響を与えることも示された．これは，ドーピング行動
がスポーツのイメージや価値の失墜に繋がり，一般市民のアスリートに対する支持的な態度に













































デル（Earle & Cvetkovich, 1995，Siegrist et al., 2000）やその発展型である TCC（trust, 
confidence and cooperation）モデル（Earle & Siegrist, 2006; Earle, Siegrist, & Gutscher, 2010）
などの社会心理モデルの援用が期待される．近年の行政学においてはアカウンタビリティーが
組織の信頼に影響を与えるといった見解が散見される（例えばFard & Rostany, 2007）．この考
えを用いると，カナダやオーストラリアの競技団体におけるアカウンタビリティーへの注力
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第 1節 本論文で得られた知見のまとめと意義 





















研究 3では，エリートスポーツ政策に対する価値評価に影響を与える要因が，Fishbein and 
Ajzen（1975）の態度―行動モデルを用いて検証された．その結果，高年齢で，世帯年収が高
く，自国アスリートが活躍することが日本社会や自身とって多くのベネフィットがあると認識して
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ることが当面の目標とされている（スポーツ立国調査会, 2008; スポーツ振興に関する懇談会, 
2007）．関連して，日本オリンピック委員会は，2020年東京オリンピック競技大会までの 6年間
で 1,000億円を超える強化支援費の要望を国に提出している（JOC 強化費 1000億円など要














なり，成果の不確実性が高く，「ギャンブル的」な特性（Mitchell et al., 2012, p.17）があるため，
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キングに関係なく真のチャンピョンになれるであろう．（Singapore 2010 Opening Ceremony 







































研究 1～3 と同様に，エリートスポーツ政策に対するWTP として設定された．具体的には，
スポーツ基本計画に明記している政策目標（エリートスポーツサクセス）を達成するためのトッ
プアスリートの強化・育成事業に充当する年次の追加目的税の提示額に対して回答者が受諾
する確率である．この変数は 0から 1の値をとる． 
 
 












子得点は 0.39であり，Cronbach αは 0.94であった（表 6-1-1）． 
 








𝜋𝑦(𝐵) = 1/{1 + 𝑒𝑥𝑝 − (𝛼 + 𝛽𝑏𝑖𝑑𝑙𝑛𝐵 + 𝛽𝑃𝐴)}     (18)  
 
平均値 標準偏差 Cronbach α
トップレベルのスポーツの育成・強化を国策として取り組むことは、
PA1 a あなた自信にとってどの程度受け入れることができますか？ 0.36 0.39
PA2 a 日本社会にとってどの程度受け入れることができますか？ 0.39 0.36
PA3 a 将来世代にとってどの程度受け入れることができますか？ 0.40 0.36
PA4 b 日本社会はトップレベルのスポーツの育成・強化に積極的に取り組むべきである 0.41 0.35
受容態度インデックス 0.39 0.36
Note:
         a 1：全く受け入れることができない～7：積極的に受け入れることができる















性があることが明らかとなった（p < .001）． 
 








                           










       a 従属変数：WTP設問に「確実に払う」と回答する確率
       b 調整変数：年齢、世帯年収









評価はWTPという代理変数をもとに測定される．これは態度―行動モデル（Fishbein & Ajzen, 
























トスポーツサクセスの私的ベネフィットの認知尺度（P-BEI: Personal Benefit perception of Elite 
































表 6-2-1 得られたエリートスポーツサクセスによる私的ベネフィット認知に関する 38項目 
 
 
1 家族との絆が深まる 20 希望を感じる
2 わくわくした気持ちになる 21 嫌なことを忘れることができる
3 日本人の素晴らしさを感じる 22 やる気が向上する
4 被災地のことを考えるようになる 23 スポーツをしたいと思う
5 日本の良さを確認する 24 ストレスが発散できる
6 日本という国を意識するようになる 25 スポーツへの関心が強くなる
7 元気になる 26 優越感を感じることができる
8 自分のことのような喜びを覚える 27 絆や一体感を感じる
9 嬉しい気持ちになる 28 日常生活で満足感を得られる
10 気持ちが明るくなる 29 日本人としての自信を得る
11 日本人であることを感じる 30 勇気づけられる
12 日本人アスリートを心から応援したいと思う 31 気分がよくなる
13 気持ちが高揚する 32 世界で活躍することの素晴らしさを意識する
14 家族や友人との明るい話題とする 33 前向きな気持ちになる
15 日常生活での活力を得る 34 感動を覚える
16 精神的な満足感を得る 35 スポーツを観戦したいと思う
17 困難に立ち向かう気力が湧く 36 諦めない気持ちを覚える
18 自分も頑張ろうと思う 37 日本人としての誇りを感じる


















る 15項目が高い負荷を示した．第 2因子には主に満悦感や気持ちの高揚を表す 8項目が高
い負荷を示した．第 3因子には主に日本や日本人であることに対する意識を表す 6項目が高
い負荷を示した．以上より判断し，本尺度の第 1因子を「Quality of Life（QOL）」，第 2因子を
















デルの適合度指標は，CFI = 0.95，NNFI = 0.94，IFI = 0.95，RMSEA = 0.096，SRMR = 0.41
となり，十分な適合度が示された（図 6-2-1）． 
収束的妥当性を支持する指標として平均分散抽出（AVE: average variance extracted）を用
いて検証したところ，全ての下位因子において基準値（AVE ≥ 0.50）を上回った（QOL：0.75，
NI：0.78，FGF：0.84）（Fornell & Larchar, 1981）．また，各因子間の相関係数の平方よりもAVE
が高値を示したため，弁別的妥当性も支持される結果となった（Fornell & Larchar, 1981）． 
各下位因子について Cronbachの α係数を算出した結果，QOLが 0.94，NIが 0.95，FGF
が 0.96 と高い値を示した．したがって各下位因子における項目の内的一貫性が得られた． 
  
QOL NI FGF 平均値 SD Cronbach α
Quality of life
日常生活で満足感を得られる 0.90 0.10 -0.07 4.14 1.36
優越感を感じることができる 0.86 0.03 -0.07 3.96 1.43
ストレスが発散できる 0.85 -0.12 0.16 4.26 1.39
嫌なことを忘れることができる 0.84 -0.03 0.04 4.19 1.38
生活に張りが出る 0.72 0.12 0.08 4.25 1.39
ナショナル・アイデンティティ
日本という国を意識するようになる -0.09 0.94 0.04 5.12 1.25
日本の良さを確認する 0.09 0.83 0.00 4.85 1.26
日本人であることを実感する 0.04 0.81 0.09 4.97 1.33
日本人としての誇りを感じる 0.16 0.77 0.02 4.91 1.39
日本人の素晴らしさを感じる -0.05 0.71 0.26 5.16 1.26
Feel good factor
嬉しい気持ちになる -0.04 0.04 0.95 5.31 1.26
気持ちが明るくなる 0.03 0.02 0.91 5.29 1.30
わくわくした気持ちになる 0.03 0.08 0.80 5.27 1.22
元気になる 0.04 0.21 0.72 5.19 1.27
気持ちが高揚する 0.17 0.11 0.71 5.02 1.31
因子相関 QOL 0.69 0.71
NI 0.79
Note:
















確認された．相関係数は，「私的ベネフィット」の測定項目に存在しなかった QOL（r = 0.63）が，

















































の関係性について分析した．研究 4 の結果を鑑みると，P-BEI および下位因子の得点が高い
ものほどエリートスポーツ政策に対する受容性が高いことが想定できる.そこで，P-BEI，および
下位因子の合計得点を度数分布，平均値，および中央値から判断し 2 群に分類し（P-BEI 低
群（15～71），P-BEI 高群（72～105），QOL 低群（5～20），QOL 高群（21～35），NI 低群（5～
25），NI高群（26～35），FGF低群（5～27），FGF高群（28～35）），従属変数を「受容態度」とし
て独立サンプルの t 検定を行なった．その結果，（1）P-BEI低群と P-BEI高群の間（t (524) = 
-15.71, p < 0.001），（2）QOL低群とQOL高群の間（t (524) = -10.74, p < 0.001），（3）NI低群と





図 6-2-2 P-BEI と「受容態度」の関係 
Quality of life 0.63 ***
ナショナル・アイデンティティー 0.82 ***
Feel good factor 0.76 ***
合計得点 0.81 ***
Note:



















































*** p < 0.001.     
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